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1．はじめに 

 

 地震時地すべりは，地盤が地震動による繰返しせ

ん断を受けることにより土の強度が低下することで

発生し，深刻な影響を及ぼすことが懸念されている
1)．特に，大規模地震時において，火山灰質土は繰返

しせん断を受けることにより，ピーク強度から残留

強度に至るまで著しい強度低下が生じる 2)．そのた

め，これらの強度特性を適切に評価することは，地

すべりの発生メカニズムの解明および斜面の安定性

評価において重要である． 

 土の強度定数（粘着力，内部摩擦角）は，一般に

クーロンの破壊規準 3)に基づいて決定され，斜面の

安定性評価などに広く用いられている．また，地震

時の斜面安定計算では，一面せん断試験やリングせ

ん断試験により得られた静的強度を便宜的に用いら

れるケースがあるが，これらは地震時の繰返しせん

断条件下における強度低下を必ずしも適切に反映で

きていない可能性がある．一方，繰返しリングせん

断試験は，地震時に地盤が受ける動的載荷条件を再

現可能な試験手法であり，土の強度低下を実現象に

近い形で評価できる．しかし，繰返しリングせん断

試験ではせん断応力が正負と変動するため，単調載

荷試験のようにピーク強度および残留強度を一義的

に定義することが難しく，これまで明確な決定法は

示されていない． 

 そこで本研究では，2016 年熊本地震において南阿

蘇村高野台地区で発生した地震時地すべりの実際の

すべり層とされる草千里ヶ浜火山降下軽石を対象試

料として，繰返しリングせん断試験および，従来の

試験方法である静的載荷条件の圧密・定圧リングせ

ん断試験を実施した．そして，繰返しリングせん断

試験により得られたせん断挙動の時刻歴に基づく，

ピーク強度および残留強度の決定法を提案するとと

もに，複数の垂直応力条件下で試験を実施し，土の

強度定数を決定した．さらに，繰返しリングせん断

試験および圧密・定圧リングせん断試験のそれぞれ

で算定した強度定数を用いて震度法による斜面安定

性評価を実施し，繰返しせん断が地震時地すべりの

評価に及ぼす影響について検討した． 

 

2．草千里ヶ浜火山降下軽石 

 

 本研究に用いた試料は，熊本県南阿蘇村高野台地

区で採取した，実際のすべり層とされる草千里ヶ浜

火山降下軽石 4)（写真 1）である．採取した試料に対
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して実施した物理試験による基本物性値および状態

量を表 1 に，粒径加積曲線を図 1 に示す．試料採取

場所は京都大学火山研究センターから西南西方向に

およそ 250 m の地点であり，乱した状態の試料を採

取した．ここで，リングせん断試験において試料の

最大粒径に関する明確な規定は設けられていないが
5)，最大粒径はせん断挙動に大きな影響を及ぼすこ

とが予想される．そこで本研究では，圧密・定圧一

面せん断試験（JGS 0561-2009）6)において，試料の

最大粒径が供試体直径の 1/70 程度と規定されてい

ることを参考に，繰返しリングせん断試験における

供試体の外径と内径の差が 28 mm であることから，

そのおおよそ 1/70 である 425 μm を試料の最大粒径

と設定した．繰返しリングせん断試験および圧密・

定圧リングせん断試験では，425 μm ふるいを通過し

た試料（以下，調整後試料と記す）を用いた． 

3．試験内容 

 

(1) 繰返しリングせん断試験 

 本研究では，定体積繰返しリングせん断試験装置

を用いた．試験装置を写真 2 に示す．本装置は，せ

ん断荷重振幅，周波数，波形を設定することにより，

地震時における斜面内の応力状態を再現可能であり，

左右方向に繰返し変位を与える装置である．測定項

目は垂直荷重，垂直変位，せん断荷重，せん断変位，

リング周面摩擦力である．供試体は外径 70 mm，内

径 42 mm，高さ 20 mm の環状であり，供試体高さ 10 
mm の位置で繰返しせん断される． 
 以下に試験手順を示す．炉乾燥した試料を原位置

と同じ含水比（w = 67.4 %）になるように蒸留水を混

ぜて調整し，原位置の乾燥密度（ρd = 0.516 Mg/m3）

になるよう，せん断容器内で突き固めて，供試体を

作製した．次に，せん断容器のアクリル水槽に注水

し，24 時間浸水して，供試体を飽和させた．その後，

所定の圧密応力 σc で圧密し（圧密時間は 3t 法により

60 分に決定した），σc と同じ初期垂直応力 σN0 の下で

繰返しせん断した．σN0 は，98，147，196，245 kPa の

4 ケースとし，いずれのケースでも，せん断荷重振

幅 TA = 100 GAIN，周波数 f = 1.0 Hz，せん断隙間 d = 
0.1 mm とした．本研究では，クーロンの破壊規準に

基づいて強度定数を算定するため，複数の垂直応力

条件で試験を実施した．笠間ら 4)の報告では，現場

の土被り圧がおおよそ 100 kPa と算定されているこ

とを参考に，98 kPa の垂直応力を基準として 50 kPa
間隔で増加させた 147，196 および 245 kPa の計 4 条

件で試験を実施した．また，せん断隙間 d は，リン

グせん断時に上部リングと下部リングとの間に不要

な摩擦が発生しないように設けた隙間である． 
 

(2) 圧密・定圧リングせん断試験 

 本研究では，Bishop et al.7)に準拠した圧密・定圧リ

ングせん断試験装置を用いた 8)．本装置は，所定の

 

写真 1 草千里ヶ浜火山降下軽石 

表 1 基本物性値および状態量 

 含水比 土粒子密度 湿潤密度 乾燥密度 

 [%] [Mg/m3] [Mg/m3] [Mg/m3] 

対象試料 67.4 2.394 0.865 0.516 

 

 

図 1 試料の粒径加積曲線 

 

写真 2 繰返しリングせん断試験装置 
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垂直応力を載荷した状態で，下側リングを一方向に

連続回転させることで，大きなせん断変位を与える

ことが可能な装置である．供試体は内径 60 mm，外

径 100 mm，高さ 20 mm の環状であり，供試体高さ

10 mm の位置でせん断される．なお，本試験では，

繰返しリングせん断試験よりも大きな供試体寸法を

用いており，繰返しリングせん断試験と同一の最大

粒径を用いても問題はないと判断した．そのため，

両試験で比較を行うために，最大粒径は繰返しリン

グせん断試験と同一とした．測定項目および試験手

順は定体積繰返しリングせん断試験の条件と同様で

ある．また，せん断速度は 0.1 mm/min とした． 
 
4．試験結果 

 
(1) 繰返しリングせん断試験の結果 

 図 2(a)～(d)に σN0 = 98，147，196，245 kPa にお

けるそれぞれの試験結果を示す．それぞれ，せん断

応力 τ，垂直応力 σN，せん断変位 δ，および垂直変位

ν と載荷時間 t の関係である．また，図中には各条件

でのピーク強度 τp，残留強度 τr，ピーク時の垂直応

力 σNp および，残留時の垂直応力 σNr を示している．

τ はいずれの条件下でもせん断開始直後に大きな振

幅を示した後，徐々に低下し，その後は一定の振幅

に収束した．また，σN0 が大きいほど，全体として振

幅が大きくなる傾向が確認された．σN はせん断開始

とともに低下した．これは定体積条件を保つための

挙動である．また，σN0 の違いによらず，せん断に伴

い σN はおおよそ類似した値に収束する傾向が見ら

れた．δ は一定振幅のもとで規則的に繰返された．ν
はせん断開始直後にわずかに生じているが，せん断

前に上・下部リング間に隙間を設けた際に生じた，

載荷板と供試体上面の間との空隙を埋めるために生

じたものと考えられる． 
 

(2) 圧密・定圧リングせん断試験の結果 

 図 3(a),(b)にそれぞれ σN = 98，147，196，245 kPa
におけるせん断変位角 θ とせん断応力 τ および，垂

直変位 ν の関係を示す．図 3(a)において，σN が高い

ほど，τp の値は高くなることが確認された．また，

いずれの σN においても，せん断開始後の初期段階で，

τ が急激に増加し，τp に達している．その後，せん断

面が形成されながら τ は徐々に低下し，おおよそ一

定となる τr の状態に移行している．図 3(b)において

は，いずれの σN においても，τp に至るまでの初期段

階で ν が急激に低下しており，この体積減少は負の

ダイレイタンシーによるものと考えられる．図 4 に

圧密・定圧リングせん断試験から決定した強度線を

示す．残留強度の決定法として，鈴木ら 2)の方法を

用いた．その結果，ピーク強度における粘着力 cp = 
5.4 kPa，内部摩擦角p = 35.4 °，残留強度の粘着力 cr 
= 4.1 kPa，内部摩擦角r = 33.7 °であった． 

 

 

  

(a) σN0 = 98 kPa (b) σN0 = 147 kPa 

図 2 繰返しリングせん断試験結果 
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5．ピーク強度および残留強度の決定法 

 

 本研究では，繰返しリングせん断試験により得ら

れるせん断挙動の時刻歴に基づき，ピーク強度およ

び残留強度の決定法の提案を行った．その決定法を

図 5 に示す．繰返しせん断においてはせん断初期に

大きなせん断応力が発現する 9)ため，ピーク強度は

各試験におけるせん断応力の最大値とした．一方，

残留強度はせん断応力の上側包絡線となる点を抽出

し，これに対して双曲線関数による近似を行い，そ 

の漸近値を残留強度とした．この方法により，繰返

しせん断に伴う強度低下後の残留強度を定量的かつ

客観的に決定することが可能となる． 
 繰返しリングせん断試験における各垂直応力条件

で得られたピーク強度および残留強度について，垂

直応力とせん断強度の関係から強度線の決定を試み 
た．強度線は，縦軸をせん断応力，横軸を垂直応力

としてクーロンの破壊規準式（1）に基づき決定した．

このときの切片を粘着力 c，傾きを内部摩擦角とし

た． 

 

 

図 3 せん断変位角とせん断応力，垂直変位の関係 

  

(c) σN0 = 196 kPa (d) σN0 = 245 kPa 

図 2 繰返しリングせん断試験結果 

 

図 4 ピーク強度および残留強度発現時の強度線 
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τ = tan・σN + c       (1) 

ここで，ピーク強度および残留強度の発現時には，

いずれも垂直応力がσN0から増減していることから，

ピーク強度および残留強度にそれぞれ対応する垂直

応力を用いた．その結果を図 6 に示す．この図から，

ピーク強度における粘着力 cp = 9.9 kPa，内部摩擦角

p = 27.6 °であった．一方，残留強度については，い

ずれの σN0 条件下においても，残留せん断応力時の

垂直応力が同程度まで低下する傾向を示し，試験デ

ータが近接した範囲に収れんした．このようなデー

タに対して強度線を決定すると，残留強度における

粘着力 cr = 41.1 kPa，内部摩擦角r = －0.2 °であっ

た．そこで本研究では，非排水時のせん断強さがす

べり面全体に均一に発揮されると考え， r = 0.0 °と
し，各試験における τr の平均値を𝑐𝑐r̅とした．その結

果，𝑐𝑐r̅ = 40.6 kPa であった． 

 

6．斜面の安定性評価 

 

 本研究では，繰返しリングせん断試験および圧密・

定圧リングせん断試験により得られた土の強度定数

を用いて震度法による単一地層のモデルにおける安

全率を算定した．南阿蘇村高野台地区での地すべり

（図 7）を無限長斜面の平面すべりに近似し，震度

法を用いた式(2)により地震時安全率 FS,Eを算定した．

なお，算定に使用した地震波形 10)を図 8 に示す．こ

れは，2016 年 4 月 16 日 1 時 25 分に発生した，熊本

県を震央とするマグニチュード 7.3 の本震 11)時に，

南阿蘇村高野台地区から約 11 km 離れた熊本県大津

町の地表面付近において観測された地震波形であり，

EW 方向の地震加速度を用いた．また，鉛直震度 kv

はゼロと仮定した． 
 ( )

( ),

cos cos sin tan

cos sin cos
t y

S E
t y

c H k
F

H k

    

   

+ −
=

+
 (2) 

ここに，β は斜面の勾配，H は降下軽石層の上位

層の厚さ，γt は平均の湿潤単位体積重量，c は粘着力，

は内部摩擦角である．本研究においては，熊本地震

土砂災害報告書 12)を参考に，β = 15°，H = 8.0 m に設

定した． 
 算定の結果を表 2 にまとめる．なお，定圧条件と

定体積条件では，両試験結果を直接比較することに

は限界があるが，従来法による評価結果と繰返しせ

ん断を考慮した評価結果との差異を把握することを

 

図 7 南阿蘇村高野台地区の断面図 

（熊本地震土砂災害報告書 12)を基に再作成） 

 

図 8 EW 方向の地震波形 

表 2 安全率の算定結果 

 ピーク強度 残留強度 

繰返しリングせん断試験 0.791 
(c = 9.9 kPa,  = 27.6 °) 

0.833 
(c = 40.6 kPa,  = 0.0 °) 

圧密・定圧リングせん断試験 0.909 
(c = 5.4 kPa,  = 35.4 °) 

0.835 
(c = 4.1 kPa,  = 33.7 °) 

 

 

図 5 ピーク強度および残留強度の決定法 

.  

図 6 繰返しリングせん断試験での強度線 
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目的に比較を行った．繰返しリングせん断試験によ

り得たピーク強度における地震時安全率は，圧密・

定圧リングせん断試験により得たピーク強度におけ

る地震時安全率と比較して小さい値を示した．この

ことから，繰返しリングせん断試験を用いることで，

地震時に地盤が受ける強度低下を反映することが可

能となり，地震時地すべりの危険側で判断できる可

能性が示唆された．一方，残留強度に基づく地震時

安全率はいずれの試験方法でも同程度の算定結果で

あり，試験方法による明確な差異は確認されなかっ

た．このことから，繰返しせん断の影響は特にピー

ク強度の発現時において顕著に現れる可能性が示さ

れた．また，繰返しリングせん断試験より得たピー

ク強度から算定した安全率が，残留強度から算定し

た安全率よりも小さい値となった．これは，残留強

度の決定法に影響を受ける可能性がある．今後，複

数のフィッティング手法により残留強度を算定し，

得られる強度定数および安全率を比較することで，

本研究の妥当性を検討する必要がある． 
 
7．まとめ 

 

 本研究では，2016 年熊本地震において南阿蘇村高

野台地区で発生した地震時地すべりのすべり層とさ

れる草千里ヶ浜火山降下軽石を対象試料として，繰

返しリングせん断試験および圧密・定圧リングせん

断試験を実施した．繰返しリングせん断試験により

得られた試験結果に基づき，ピーク強度および残留

強度の決定法を提案するとともに，土の強度定数を

算定した． 

 その結果，①ピーク強度については，複数の垂直

応力条件下で試験を実施することで，粘着力および

内部摩擦角を算定可能であった．一方，②残留強度

については， r = 0.0 °と仮定し，τr_ave = cr とした．さ

らに，③得られた強度定数を用いて震度法による安

全率を算定した結果，繰返しリングせん断試験によ

るピーク強度に基づく安全率は，静的載荷条件の圧

密・定圧リングせん断試験よりも小さい値を示した．

このことから，繰返しせん断の影響は特にピーク強

度の発現時において顕著に現れる可能性が示された． 
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